
国
民
健
康
保
険
税
の
お
知
ら
せ

▼
問
合
せ
　
税
務
グ
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ー
プ
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０
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９
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３
５
）
０
３
５
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保
険
税
の
税
率

　
保
険
税
は
、
医
療
分
と
後
期
高

齢
者
支
援
金
分
と
介
護
分
の
合
計

額
で
、
医
療
分
及
び
後
期
高
齢
者

支
援
金
分
は
74
歳
以
下
の
す
べ
て

の
被
保
険
者
が
、
介
護
分
は
40
歳

以
上
64
歳
以
下
の
被
保
険
者
が
対

象
に
な
り
ま
す
。

　
医
療
分
の
税
率
は
、
必
要
な
医

療
費
の
額
な
ど
を
基
に
、
後
期
高

齢
者
支
援
金
分
と
介
護
分
の
税
率

は
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基

金
に
対
し
て
の
後
期
高
齢
者
支
援

金
な
ど
と
介
護
分
の
納
付
に
要
す

る
費
用
な
ど
を
基
に
、
毎
年
見
直

し
を
行
っ
て
い
ま
す
。
現
在
の
保

険
税
収
入
で
は
必
要
な
支
出
を
賄

い
き
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、
保
険
税

の
一
人
当
た
り
の
負
担
額
に
つ
い

て
は
、
基
金
（
貯
金
）
の
取
り
崩

し
や
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ

に
よ
り
抑
え
て
お
り
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
の
国
民
健
康
保
険

税
の
税
率
は
、
表
１
の
通
り
で
す
。

　
税
率
は
平
成
28
年
度
か
ら
変
更

点
は
あ
り
ま
せ
ん
。

非
自
発
的
な
理
由
で

離
職
し
た
人
へ

　
非
自
発
的
な
理
由
（
解
雇
、
会

社
倒
産
、
雇
い
止
め
な
ど
）
に
よ

り
離
職
し
、
国
民
健
康
保
険
に
加

入
さ
れ
た
人
に
つ
い
て
、
申
告
に

よ
り
国
民
健
康
保
険
税
を
軽
減
す

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

▼
対
象
と
な
る
人

　
次
の
す
べ
て
の
条
件
に
該
当
す

る
人
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

①
離
職
日
に
お
い
て
65
歳
未
満
で

あ
る

②
雇
用
保
険
の
特
定
受
給
資
格
者

又
は
特
定
理
由
離
職
者
（
雇
用

保
険
受
給
資
格
者
証
に
記
載
さ

れ
て
い
る
離
職
理
由
コ
ー
ド
が

11
、
12
、
21
、
22
、
23
、
31
、

32
、
33
、
34
の
い
ず
れ
か
）で

あ
る
。

※

特
例
受
給
資
格
者
お
よ
び
高
年

齢
受
給
資
格
者
の
人
は
対
象
外
で

す
。

表１．平成29年度国民健康保険税の税率

医療分
①所得割
②均等割
③平等割
課税限度額

7.90%
27,600円
22,800円

540,000円

2.00%
6,800円
5,400円

190,000円

2.40%
13,200円

　
160,000円

④所得割
⑤均等割
⑥平等割
課税限度額

⑦所得割
⑧均等割

課税限度額

介護分後期高齢者支援金分

※医療分と後期高齢者支援金分は全ての被保険者の方に課税されます。
※介護分は、40歳になる月から65歳になる月の前月まで課税されます。

①所得割：
被保険者の28年中の所得金額から
33万円を控除し、7.90％をかけた
金額
②均等割：
被保険者１人につき 27,600円
③平等割：
１世帯につき 22,800円
１年間の保険税額＝①＋②＋③
　　　　　　　　（最高54万円）

④所得割：
医療分と同様に計算し、2.00％を
かけた金額 
⑤均等割：
被保険者１人につき 6,800円 
⑥平等割：
１世帯につき 5,400円 
１年間の保険税額＝④＋⑤＋⑥ 
　　　　　　　　（最高19万円） 

⑦所得割：
医療分と同様に計算し、2.40％を
かけた金額  
⑧均等割：
被保険者１人につき 13,200円  
１年間の保険税額＝⑦＋⑧  
　　　　　　　　（最高16万円）

軽
減
の
内
容

　
前
年
の
給
与
所
得
を
１
０
０
分

の
30
と
し
て
、
所
得
割
額
の
算
定

と
均
等
割
額
お
よ
び
平
等
割
額
の

軽
減
判
定
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、

高
額
療
養
費
な
ど
の
所
得
区
分
の

判
定
に
つ
い
て
も
、
前
年
の
給
与

所
得
を
１
０
０
分
の
30
と
し
て
行

い
ま
す
。

軽
減
さ
れ
る
期
間

　
軽
減
の
対
象
と
な
る
期
間
は
離

職
の
翌
日
か
ら
翌
年
度
末
ま
で
で

す
。

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
中
は
、

途
中
で
再
就
職
し
て
も
引
き
続
き

対
象
と
な
り
ま
す
が
、
会
社
の
社

会
保
険
に
加
入
す
る
な
ど
国
民
健

康
保
険
を
脱
退
す
る
と
終
了
し
ま

す
。申

告
の
手
続
き

　
申
告
は
税
務
グ
ル
ー
プ
で
受
け

付
け
し
ま
す
の
で
、
左
記
の
必
要

書
類
な
ど
を
持
っ
て
窓
口
ま
で
お

越
し
く
だ
さ
い
。

▼
必
要
書
類
な
ど

①
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
ま

た
は
納
税
通
知
書

②
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証

③
印
鑑

―　モデルケース　給与所得者など　―
給与所得250万円（給与収入380万円）
4人世帯（夫59歳、妻55歳、子ども2人）、収入は世帯主のみの場合
＜医療分＞
(1) 所得割　（2,500,000円－330,000円）×7.9％＝171,430円
(2) 均等割　　27,600円×4人＝110,400円
(3) 平等割　　１世帯につき　　22,800円
医療分合計（100円未満切捨て）　304,600円

＜後期高齢者支援金分＞
(1) 所得割　（2,500,000円－330,000円）×2.0％＝43,400円
(2) 均等割　　6,800円×4人＝27,200円
(3) 平等割　　１世帯につき　　5,400円
後期高齢者支援金分合計（100円未満切捨て）　76,000円

＜介護分＞
(1) 所得割　（2,500,000円－330,000円）×2.4％＝52,080円
(2) 均等割　　13,200円×2人＝26,400円
介護分合計（100円未満切捨て）　78,400円

＜総合計＞
保険税額
　医療分 ＋ 後期高齢者支援金分 ＋ 介護分 ＝459,000円

平
等
割
の
軽
減
措
置

　
国
民
健
康
保
険
か
ら
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
へ
移
っ
た
人
が
い
る

こ
と
に
よ
り
、
単
身
世
帯
（
国
保

加
入
者
が
一
人
の
世
帯
）
と
な
る

世
帯
に
つ
い
て
は
、
５
年
間
平
等

割
（
医
療
分
と
後
期
高
齢
者
支
援

金
分
）
が
半
額
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
５
年
経
過
後
も
３
年
間

平
等
割
が
４
分
の
１
減
額
と
な
り

ま
す
。

保
険
税
の
納
め
方

普
通
徴
収…

保
険
税
の
納
期
は
、

７
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で
の
計

９
回
と
な
っ
て
い
ま
す
。
納
期

限
は
毎
月
末
（
12
月
は
25
日
）

で
、
そ
の
日
が
休
日
ま
た
は
土

曜
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と

な
り
ま
す
。

特
別
徴
収…

国
民
健
康
保
険
に
加

入
す
る
65
歳
以
上
75
歳
未
満
の

世
帯
主
の
人
で
、
左
記
の
①
〜

④
の
全
て
に
該
当
す
る
人
は
、

原
則
と
し
て
年
金
か
ら
納
め
て

い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

①
世
帯
主
が
国
民
健
康
保
険
に
加

入
し
て
い
る

②
世
帯
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者

全
員
が
65
歳
以
上
75
歳
未
満
で

あ
る
場
合

③
世
帯
主
が
年
額
18
万
円
以
上
の

年
金
を
受
給
し
て
い
る
場
合

④
世
帯
主
が
、
介
護
保
険
料
の
特

別
徴
収
対
象
者
で
、
介
護
保
険

料
と
国
民
健
康
保
険
税
の
合
計

額
が
年
金
支
給
額
の
半
額
を
超

え
な
い
場
合

　
ま
た
、
平
成
29
年
度
中
に
75
歳

に
な
る
人
に
つ
い
て
は
、
後
期
高

齢
者
医
療
保
険
に
加
入
さ
れ
る
年

に
な
り
ま
す
の
で
、
納
め
す
ぎ
を

防
ぐ
た
め
に
、
国
民
健
康
保
険
税

は
、
普
通
徴
収
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

保
険
税
の
減
免
申
請

　
失
業
、
退
職
な
ど
に
よ
り
所
得

が
激
減
す
る
な
ど
、
一
定
の
要
件

を
満
た
す
と
き
は
、
申
請
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
保
険
税
の
減
免
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
申
請
期

限
は
、
納
期
限
ま
で
と
な
っ
て
い

ま
す
。

所
得
の
申
告
はお済

み
で
す
か

　
す
べ
て
の
納
税
義
務
者
（
世
帯

主
）
と
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者

は
、
た
と
え
収
入
が
無
く
て
も
前

年
中
の
所
得
の
状
況
を
申
告
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
た
だ
し
、
確
定
申
告
や
住
民
税

の
申
告
を
し
た
人
、
納
税
義
務
者

や
加
入
者
の
税
法
上
の
扶
養
と
な

っ
て
い
る
人
（
世
帯
主
を
除
く
）
、

給
与
や
年
金
の
支
払
報
告
書
が
提

出
さ
れ
て
い
る
人
は
不
要
で
す
。

　
所
得
の
申
告
が
な
け
れ
ば
均
等

割
額
お
よ
び
平
等
割
額
の
軽
減
が

受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

保
険
税
を
滞
納
す
る
と
保

険
証
を
お
渡
し
で
き
な
く

な
り
ま
す

　
国
民
健
康
保
険
税
を
災
害
そ
の

他
の
特
別
な
事
情
が
な
い
の
に
滞

納
し
、
一
定
期
間
を
経
過
し
た
場

合
は
、
保
険
証
を
お
渡
し
で
き
な

く
な
り
、
資
格
証
明
書
で
受
診
し

て
い
た
だ
き
ま
す
。

  

資
格
証
明
書
で
受
診
さ
れ
た
場

合
の
医
療
費
は
、
い
っ
た
ん
全
額

自
己
負
担
と
な
り
、
そ
の
後
役
場

で
手
続
き
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

医
療
費
の
７
割
分
を
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　
さ
ら
に
経
過
す
る
と
、
高
額
医

療
費
な
ど
の
保
険
給
付
が
差
し
止

め
ら
れ
ま
す
。

　
健
康
保
険
の
制
度
は
皆
さ
ん
で

支
え
合
う
こ
と
で
成
り
立
っ
て
い

ま
す
。
保
険
税
は
必
ず
納
期
内
に

納
め
ま
し
ょ
う
。

口
座
振
替
の
ご
利
用
を

　
国
民
健
康
保
険
税
を
は
じ
め
と

す
る
町
税
の
納
付
に
つ
い
て
は
、

口
座
振
替
制
度
が
ご
利
用
い
た
だ

け
ま
す
。
口
座
振
替
制
度
は
、
一

度
手
続
す
る
だ
け
で
、
毎
年
引
き

続
き
振
替
を
し
ま
す
の
で
、
納
期

ご
と
に
金
融
機
関
（
郵
便
局
）
な

ど
へ
お
出
掛
け
に
な
る
手
間
が
省

け
ま
す
。
ま
た
、
振
替
日
（
納
期

限
当
日
）
が
来
れ
ば
、
自
動
的
に

振
替
を
し
ま
す
の
で
納
期
を
お
忘

れ
に
な
っ
た
時
で
も
安
心
で
す
。

　
振
替
す
る
金
額
に
つ
い
て
は
、

毎
年
、
そ
の
年
度
の
納
税
通
知
書

は
送
付
し
ま
す
の
で
、
こ
れ
に
よ

り
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

▼
申
込
手
続

　
「
預
金
通
帳
」
「
お
届
け
印
」

「
納
税
通
知
書
」
を
お
持
ち
に
な

り
、
預
貯
金
口
座
の
あ
る
金
融
機

関
（
郵
便
局
含
む
）
、
ま
た
は
税

務
グ
ル
ー
プ
の
窓
口
で
お
申
し
込

み
く
だ
さ
い

▼
振
替
開
始
時
期

　
依
頼
書
を
提
出
し
た
日
の
属
す

る
月
の
翌
々
月
以
降
に
到
来
す
る

納
期
分
か
ら
開
始
し
ま
す

▼
取
扱
金
融
機
関

　
み
な
と
銀
行
、
三
井
住
友
銀
行
、

但
馬
銀
行
、
但
陽
信
用
金
庫
、
日

新
信
用
金
庫
、
姫
路
信
用
金
庫
、

播
州
信
用
金
庫
、
西
兵
庫
信
用
金

庫
、
兵
庫
南
農
業
協
同
組
合
、
ゆ

う
ち
ょ
銀
行
・
郵
便
局
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内　　　容
対象者

所得制限基準

一部負担金
外来

入院

内　　　容

内　　　容

　福祉医療制度は、国民健康保険または職場の健康保険
などのいずれかの健康保険に加入している一定所得以下
の老人（平成29年７月からは高齢期移行）、障がい者
（児）、乳幼児など、児童、母子家庭、父子家庭、遺児
の人に、健康保険で診療を受けた場合の自己負担額の一
部を助成し、安全・安心な社会づくりを推進する施策の
一環として大きな役割を果たしています。
　現在受給者証をお持ちの人については６月末頃に更新
を行い、継続して各福祉医療制度に該当する人には新し
い受給者証（サーモンピンク色）を郵送します。ただ
し、制度改正によって前年度と所得などが変わらなくて
も非該当となることがありますので、ご注意ください。

※新たに対象となる人は、健康保険証、印鑑、平成29年
度所得課税証明書（平成29年１月２日以降に転入した
人）、障害者手帳（障害者・高齢障害者医療費助成制度
対象者）、介護保険被保険者証を持参のうえ、保険年金
グループに申請してください。（詳しくは保険年金グル
ープまでお問い合わせください）
※平成29年７月１日から、兵庫県の行革プランに伴い
「老人医療費助成事業」を廃止し、「高齢期移行助成事
業」を創設します。ただし、平成29年６月末までに老人
医療費助成制度の対象となっている人（経過措置対象
者）は、70歳になるまで引き続き従前の資格要件で判定
します。（助成内容に変更はありません）

福祉医療制度などの該当者に受給者証（サーモンピンク色）を送付します
▶問合せ　保険年金グループ☎０７９（４３５）２５８１

高齢期移行助成事業

障害者医療費助成事業・高齢障害者医療費助成事業

乳幼児等医療費助成事業 こども医療費助成事業

母子家庭等医療費助成事業

※所得を有しない人とは、町民税非課税世帯で、世帯員全員に所得がない人です。（年金収入80万円以下かつ所得なし）
※低所得者とは、所得制限判定対象者が町民税非課税で、年金収入と所得の合計が80万円以下の人です。

内　　　容
65歳以上69歳以下の人
町県民税非課税世帯かつ本人の年金収入を加えた所得が80万円以下の人
定率２割負担【平成26年度経過措置対象者のうち所得を有しない人は１割負担】

・障がい程度１級・２級・３級（内部障害のみ）の身体障がい者
・知的障がい者（療育A・B１判定）
・精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳１級所持者）ただし、精神疾患による医療
　を除く一般医療が対象
世帯の町民税所得割税額合計額が23.5万円未満の人

出生から小学３年生まで
所得制限なし
一部負担金なし
一部負担金なし

小学４年生から中学３年生まで
所得制限なし
一部負担金なし
一部負担金なし

20歳に達した年度末までの児童を監護する母または父及びその児童、遺児
児童扶養手当の所得制限（全部支給）の基準を準用

１医療機関あたり、１日600円を限度に月２回（1,200円まで）の負担
【低所得者は、１日400円を限度に月２回（800円まで）の負担】
定率１割負担（負担限度額月額2,400円）【低所得者は、月額1,600円】
※長期入院（連続して３ヵ月を超える入院の場合）は、４ヵ月目以降の一部負担金なし

１医療機関あたり、１日800円を限度に月２回（1,600円まで）の負担
【低所得者は、１日400円を限度に月２回（800円まで）の負担】
定率１割負担（負担限度額　月額3,200円）【低所得者は、月額1,600円】
※長期入院（連続して３ヵ月を超える入院の場合）は、４ヵ月目以降一部負担金なし

対象者
所得制限基準
一部負担金

対象者

対象者

所得制限基準

所得制限基準

一部負担金

一部負担金

外来

外来

入院

入院

負担限度額

内　　　容
対象者

所得制限基準
一部負担金 外来

入院

■平成29年7月1日以降に65歳
に到達する人（誕生日が昭和
27年7月1日以降の人）

区分Ⅱは介護保険の要介護２以
上の認定が必要
※区分Ⅱ・区分Ⅰの負担割合：
2割

区分Ⅱ　外来　月額 12,000円
　　　　入院　月額 35,400円

区分Ⅰ　外来　月額 8,000円
　　　　入院　月額 15,000円

■平成29年度経過措置対象者
（誕生日が昭和27年6月30日
以前の人）

区分Ⅱの介護保険の認定要件は
不要
※区分Ⅱ・区分Ⅰの負担割合：
2割

区分Ⅱ　外来　月額 12,000円
　　　　入院　月額 35,400円

区分Ⅰ　外来　月額 8,000円
　　　　入院　月額 15,000円

■平成26年度経過措置対象者
（誕生日が昭和24年6月30日
以前の人）

区分Ⅱの介護保険の認定要件は
不要
※区分Ⅱの負担割合：2割
※区分Ⅰの負担割合：1割

区分Ⅱ　外来　月額 8,000円
　　　　入院　月額 24,600円

区分Ⅰ　外来　月額 8,000円
　　　　入院　月額 15,000円

医療給付費は、年々上昇しています
▶問合せ　保険年金グループ☎０７９（４３５）２５８１

後期高齢者医療制度の

平成20年度

約4,568億円
（80万9千円）

565,037人

平成21年度

約4,878億円
（83万7千円）

582,630人

平成22年度

約5,230億円
（86万8千円）

602,241人

平成23年度

約5,513億円
（88万5千円）

622,997人

平成24年度

約5,732億円
（89万2千円）

642,783人

平成25年度

約5,974億円
（90万6千円）

659,420人

平成26年度

約6,157億円
（91万6千円）

672,128人

平成27年度

約6,476億円
（93万9千円）

689,748人

平成28年度
（見込み）

約6,829億円
（95万4千円）

715,888人

平成29年度
（見込み）

約7,251億円
（97万円）

747,251人

被保険者数

医療給付費

※被保険者数は年度の平均値
※平成20年度の医療給付費は４月～翌年２月診療分を12ヵ月に換算して計上
※（　）は１人当たりの医療給付費
※平成28・29年度は平成29年度予算時の見込み

◎医療給付費は、年々上昇の一途をたどっています。
◎医療給付費の約１割を高齢者の保険料でまかなう仕組みとなっています。

保険料額決定通知書を送付します
▶問合せ　保険年金グループ☎０７９（４３５）２５８１
　　　　　兵庫県後期高齢者医療広域連合事務局（コールセンター）☎０７８（３２６）２０２１
　　　　　※電話番号はおかけ間違いのないようにお願いします。

後期高齢者医療制度の

①均等割額

48,297円 （平成28年中（１～12月）の総所得金額等（※）
－基礎控除額33万円）× 所得割率10.17％

①＋②②所得割額

＋ ＝ 平成29年度保険料額（年額）
（上限57万円）

※総所得金額等とは収入額から控除額（公的年金等控除額、給与所得控除額、必要経費のことをいい、
　医療費控除額、障害者控除額、扶養控除額等の所得控除額は含みません）を引いた金額です。

保険料の計算方法

保険料のお支払い方法
　保険料のお支払いは、以下の２通りとなります。
①年金からのお支払い【特別徴収】
　特にお手続きいただく必要はありません。
　また、口座振替によるお支払いに変更することができます。詳しくは保険年金グループにご相談ください。
②口座振替や納付書でのお支払い【普通徴収】
　７月から翌年３月まで毎月お支払いいただきます。年金の受給額が年額18万円未満の方、後期高齢者医療制

度の保険料と介護保険料の合計額が年金受給額の１／２を超える人が対象です。

平成29年度後期高齢者医療保険料額決定通知書を平成29年７月14日頃送付します。

後期高齢者医療制度の保険料は、被保険者お一人おひとりにお支払いいただきます。
後期高齢者医療制度の保険料（年額）を決める基準である保険料率（均等割額と所得割率）は２年ごとに見直し、
平成29年度の保険料額は以下のとおりです。
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新しい被保険者証を送付します
▶問合せ　保険年金グループ☎０７９（４３５）２５８１

後期高齢者医療制度の

所得の低い人の軽減
　平成28年中の所得に応じて平成29年度の保険料が軽減されます。
①均等割額の軽減（平成29年度）
　同一世帯内の被保険者と世帯主の平成28年中の総所得金額等が次の基準額以下の場合、均等割額が軽減され

ます。
　　

②所得割額の軽減（平成29年度）
　　所得割額算定にかかる所得（総所得金額等－基礎控除額33万円）が58万円（年金収入のみの場合、収入

額が211万円）以下の方は、特例措置により所得割額が５割軽減されます。

被扶養者だった人の軽減（平成29年度）
　制度に加入する前日に、会社の健康保険などの被用者保険の被扶養者だった人は、所得割がかからず、均等
割額は７割軽減となり、保険料額（年額）は14,489円となります。
　該当される人は保険年金グループにお申し出ください。
※後期高齢者医療制度に加入する前日において、国民健康保険・国民健康保険組合に加入されていた人は対象

となりません。
※均等割額の軽減（９割軽減、８.５割軽減）に該当する人は、それぞれの軽減割合が適用されます。
※均等割額は本来５割軽減のところ、特例措置により平成28年度は９割軽減でしたが、制度の見直しにより

平成29年度は７割軽減となります。

保険料の減免及び徴収猶予
　災害で大きな損害を受けたとき、所得の著しい減少があったとき、他の被保険者や世帯主が死亡したことな
どにより世帯の所得が軽減判定基準以下となるとき、一定期間給付の制限を受けたときで、保険料を納めるこ
とが困難な人は、申請により保険料が減免される場合や一定期間保険料の徴収が猶予される場合があります。
詳しくは保険年金グループへお問い合わせください。

被保険者証
　被保険者証の更新時期は毎年８月１日です。７月14日頃に新しい被保険者証を送付しますので、８月１日
から新しい被保険者証を医療機関などの窓口で提示してください。保険料の納付状況によっては、有効期間が
短い被保険者証（短期被保険者証）を送付することがあります。納付が困難な事情がある場合は早めに相談し
てください。
　８月以降の一部負担金の割合は、同一世帯内の被保険者の平成28年中の所得により算出された平成29年度
の住民税課税所得と平成28年中の収入額をもとに計算されています。また、世帯状況の異動や所得の更正に
より、随時変更されることがあります。

※１　本来は７割軽減ですが、特例措置により９割または８.５割軽減となります。
※２　平成29年度保険料の低所得者軽減措置が拡充されました。
（注）65歳以上の公的年金受給者は、総所得金額等から年金所得の範囲内で最大15万円を控除し、軽減
　　　判定します。（年金特別控除）

基礎控除額（33万円）＋27万円（※２）×被保険者数
基礎控除額（33万円）＋49万円（※２）×被保険者数

基礎控除額
（33万円）

総所得金額等（被保険者＋世帯主）が次の基準以下の世帯 軽減割合（軽減後の均等割額：年額）

９割（  4,829円）※１
８.５割（  7,244円）※１

５割（24,148円）
２割（38,637円）

世帯内の被保険者全員の所得（公的年金等控除額は
80万円として計算する）が０円
上記以外

限度額適用・標準負担額減額認定証
　世帯員全員が住民税非課税（表の区分で低所得Ⅰ・Ⅱに該当）の人は、「限度額適
用・標準負担額減額認定証」を提示することで、医療機関ごとに１ヵ月間の窓口での支
払いが、外来・入院とも区分に応じた限度額までとなり、
入院時の食事代についても減額されます。（柔道整復、
鍼灸、あんまマッサージの施術などは除く）
　認定証の更新時期は毎年８月１日です。現在、減額認
定証をお持ちで８月以降も引き続き対象となる人には、
７月14日頃に新しい減額認定証を被保険者証と一緒に
送付する予定です。世帯員全員が住民税非課税の人で減
額認定証の申請をされていない場合は、保険年金グルー
プに申請してください。

※１　平成29年８月から高額療養費の自己負担限度額が変わります。（太字部分）
※２　１年間（８月～翌７月）の外来の自己負担額の合計額に年間144,000円の上限が設けられます。
※３　［　］内は過去12ヵ月以内に世帯ですでに３回以上の高額療養費が支給されている場合、４回目から
　　　の額となります。外来（個人ごと）による高額療養費の支給及び後期高齢者医療制度以外での高額療養
　　　費の支給は、この回数に含まれません。
※４　○指定難病患者の人は260円です。
　　　○平成28年３月31日において１年以上継続して精神病床に入院していた人で引き続き医療機関に入院
　　　中の人についても、当分の間、１食につき260円です。
※５　［　］内は過去12ヵ月の入院日数が90日を超える場合、91日目からの額（申請が必要）
※６　昭和20年1月2日以降生まれの被保険者がいる世帯は、住民税課税所得額145万円以上であっても、被
　　　保険者全員の基礎控除（33万円）後の総所得金額等の合計額が210万円以下であれば、１割負担とな
　　　ります。
※７　（次のいずれかの場合）
　　　○同一世帯に被保険者が１人の場合 ： 被保険者の収入額 … 383万円 
　　　○同一世帯に被保険者が１人で70歳以上75歳未満の人がいる場合 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ： 被保険者と70歳以上75歳未満の人全員の収入合計額 … 520万円
　　　○同一世帯に被保険者が２人以上いる場合 ： 被保険者全員の収入合計額 … 520万円

医療費の一部負担金の割合と自己負担限度額など

区分

現役
並み

所得者
３割 57,600円

※１

360円
※４

100円

210円
［160円］

※５
世帯員
全員が
住民税
非課税

57,600円
※１

［44,400円］
※３

24,600円

15,000円

80,100円＋
（医療費－
267,000円）

×１％
［44,400円］

※３

14,000円
※１

（年間上限
144,000円

※２

8,000円

１割

一般

低
所
得

一部負
担金の
割合

自己負担限度額
(月額) 入院時の

食事代の
標準負担額

（１食当たり）

該　当　条　件
個人単位
（外来）

世帯単位
（入院含む）

Ⅱ

Ⅰ

同一世帯に住民税課税所得145万円以上の被保険者がいる世帯
の人※６
　ただし、住民税課税所得145万円以上でも収入額（年金・給

与等収入合計）が一定の金額に満たない人※７は、市（区）町
の担当窓口に申請することにより「一般」の区分となります。

  【対象となる可能性がある方には申請書を送付しています】

「現役並み所得者」、「低所得Ⅱ」、「低所得Ⅰ」以外の人

「低所得Ⅰ」以外の人

○各所得が必要経費・控除（公的年金等控除額は80万
円として計算）を差し引いたときに0円となる人
○老齢福祉年金の受給者
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